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総事業費

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 89 固定資産税賦課事務経費
会計 01 一般会計

款 02 総務費

基本施策 68 財政基盤を確立する
項 02 徴税費

目 02 賦課費

施　策 5 課税と受益者負担の適正化
細目 101 賦課事務経費

細々目 03 固定資産税賦課事務経費

基 本 計 画 該 当 頁 216
担当部課

コード 10700 評価者
氏　名

森本　一生 連絡先
22 - 9615

行革大綱の重点事項番号 6 名称 総務部税務課 (内線) 2380

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

固定資産（土地・家屋・償却）にを所有するもの対して、固定資産税の賦課業務を行う。
土地・家屋の適正な評価が実施できる。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

事
業
内
容

終了

土地・家屋の異動修正業務委託
土地鑑定業務委託（時点修正）
償却資産異動処理業務委託
土地鑑定業務委託（評価替えに伴うもの）

年度 平成 年度 根拠法令・要綱等 地方税法、市税条例、固定資産評価基準

状
況
変
化
等

３年毎に行われる土地の評価替えに伴う土地鑑定評価が行われる。
合併後の課税資料の統一（旧町村における土地の準路線価設定）が図られる。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

土地の調定額 千円

H18 H19

2,348,763

H20 H21

2,348,000
3 規模・構造 目標 ― 目標 2,331,496

家屋の調定額 千円

実績 2,311,333 実績 2,329,933

3,421,374 3,079,200
目標 ― 目標 3,319,312

運営体制

償却資産の調定額 千円

実績 3,174,616 実績 3,312,171

2,266,973 2,153,600
運営主体 目標 2,029,757 目標 2,178,343

　委託先 （ ） 実績 2,020,407 実績 2,175,582

2 配置（予定）人員 人 目標 目標

3
4 市内の類似施設

年間運営費 千円 実績 実績

目標 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H18 H19 H20 H21
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 4 H21年度の評価替えに伴う準備及びH20年度課税の準備資料が整えられた。

効率性 3 不動産等にかかる評価であり、現在の水準を確保したい。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

現状維持 家屋評価において、より１点評価に近い評価方法を検討する。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容 平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

土地家屋異動修正業務委託 1 式 32,667 土地家屋異動修正業務委託 1 式 36,670 土地家屋異動修正業務委託 1 式 35,270 土地家屋異動修正業務委託 1 式 36,000
評価支援システム賃借 1 式 945 評価支援システム賃借 1 式 945 評価支援システム賃借 1 式 945 評価支援システム賃借 2 式 1,892

工事

土地鑑定業務委託（時点修正） 1 式 8,922 土地鑑定業務委託（時点修正） 1 式 8,954 土地鑑定業務委託（時点修正） 1 式 8,954 土地鑑定業務委託（時点修正） 1 式 8,954
償却資産異動処理業務委託 1 式 978 償却資産異動処理業務委託 1 式 921 償却資産異動処理業務委託 1 式 1,234 償却資産異動処理業務委託 1 式 1,500

土地鑑定業務委託（評価替用） 1 式 43,680 家屋評価システム 3,788 家屋評価システム 3,788
需用費 1,358 需用費 2,399 需用費 2,400
その他 1,372 その他 254 その他 250

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 43,512 事業費計(A) 　 Σ 93,900 事業費計(A) 　 Σ 52,844 事業費計(A) 　 Σ 54,784

事業投入人員 人件費（Ｂ） 13.0 人 93,600 人件費（Ｂ） 13.0 人 93,600 人件費（Ｂ） 13.0 人 93,600 人件費（Ｂ） 13.0 人 93,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 137,112 187,500 146,444 148,384

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 43,512 93,900 52,844 54,784

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 43,512 93,900 52,844 54,784

計 43,512 93,900 52,844 54,784

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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